
千葉県における入札・契約制度の改善状況（平成 16 年度以降）   令和 4 年 3月 24 日作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 電子入札の試行 
 指名停止措置の強化（談合関係） 

平成 16 年度 

 電子入札の一部導入 
 低入札価格調査制度の対象拡大（１億円以上） 
 ほ装施工管理技術者の配置（試行） 
 総合評価落札方式の試行 

平成 17 年度 

 電子入札の対象拡大 
 一般競争入札の拡大（２億円以上） 
 指名業者選定基準の改正（地域貢献の設定） 
 低入札価格調査制度の対象拡大（２５００万円以上） 
 設計・施工一括発注方式、入札時ＶＥ方式の導入 
 不落随契の適用の厳正化 
 低入札価格調査制度の改正 

（失格基準の導入・特別重点調査の試行・２５００万円以上） 

平成 18 年度 

 指名業者名の事後公表 
 一般競争入札等における選任配置予定技術者の複数化 
 談合情報対応マニュアルの見直し 
 暴力団介入に対する通報義務の制度化 

平成 19 年度 

平成 19 年度 （平成 19 年 10 月
 一般競争入札の拡大（５千万円以上） 
 総合評価落札方式の拡充 
 指名停止措置要領の改正 
 談合特約の改正 
 指名業者選定基準の改正 

平成 20 年度 （平成 20 年 10 月

 総合評価方式の評価内容の見直し（簡易型の加算点等） 
 低入札価格調査制度の見直し 
 予定価格の事後公表（試行） 
 談合情報対応マニュアルの見直し 

平成 21年度 （平成 21年 8 月～） 

 低入札価格調査制度の見直し（調査基準価格の算定方法等） 
 最低制限価格制度の見直し（価格算定方法） 

平成 22 年度 （平成 22年 4 月～） 

 建設工事等委託業務における最低制限価格の試行 
 建設工事等委託業務における低入札価格調査の試行（拡大） 
 建設工事等委託業務における簡易公募型指名競争入札の試行（拡大） 
 建設工事等における見積公募方式の実施 
 総合評価方式の評価項目の見直し（企業の地域貢献度・施行能力等） 

平成 23 年度 （平成 23年 4 月～） 
 建設工事請負契約約款等の改正 
 ほ装工事における年間平均完成工事高の制限緩和の試行 
 低入札価格調査報告書の提出期限等の見直し 
 総合評価方式の評価項目の見直し（企業の施工能力・技術者の能力） 
 災害復旧事業の早期復旧に向けた手続の簡素化（時限） 

平成 21年度 （平成 21年 5 月～） 

 公共工事等の早期施行に向けた取組 
 

平成 23 年度 （平成 23年 8 月～） 

 建設工事等委託業務の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度
の見直し（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 

 建設工事等の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し
（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 

平成 24 年度 （平成 24年 4 月～） 
 総合評価方式の評価内容の見直し 

平成 21 年度 （平成 21年 4 月～） 
 建設工事等委託業務における簡易公募型指名競争入札の試行 
 建設工事等委託業務における低入札価格調査の試行 
 委託業務等に係る指名業者名の事後公表 
 指名停止措置要領の見直し 

平成 25 年度 （平成 25年 4 月～） 
 一般競争入札の期間短縮の事務手続（県土整備部で試行） 
 現場代理人の常駐義務緩和の拡大 
 公共工事に要する経費の前金払等取扱要領の改正（前金払を一律４割） 

平成 25 年度 （平成 25年 7 月～） 
 建設工事等の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し

（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 
 一般競争入札の期間短縮の事務手続（県土整備部の試行から全県で

の試行に拡大） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 26 年度 （平成 26 年 11 月
～）  一般競争入札における１者入札有効範囲の拡大 
 多様な入札方式の選択 
 現場代理人の常駐義務緩和の拡大 
 フレックス工期契約制度の導入 

平成 27 年度 （平成 27年 4 月～） 

 県発注工事における社会保険未加入業者の入札参加の排除 
（当面は元請を対象） 

 建設工事の全ての入札における工事費内訳書の提出義務化 
（5千万円以上→全ての入札） 

 予定価格の事後公表の拡大（1億円以上→5千万円以上） 
 県内中小企業の受注機会確保の強化 
 低入札調査基準価格（又は最低制限価格）の算定方式の変更 

（１） 電気通信工事に係る「機器単体費」の取扱いを変更 
（２） 端数処理の変更 

 入札手続に関する期間の短縮（県の全機関で本格施行） 
 談合情報対応マニュアルの見直し 

平成 28 年度 （平成 28年 4 月～） 

 総合評価方式における簡易型適用金額の引上げ 
（1億円以上→1億5千万円以上） 

 総合評価方式評価項目の見直し 
（過去の事故及び不誠実な行為の評価方法） 

平成 28 年度 （平成 28年 6 月～） 

 建設工事等の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し
（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 

 建設工事等委託業務の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度
の見直し（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 

 現場代理人の常駐義務緩和の拡大 

平成 28 年度 （平成 29年 1 月～） 

 社会保険未加入業者の一次下請契約からの排除 
（対象となる一次下請業者は、建設業許可を有する業者） 

 フレックス工期契約制度を全工事に適用できるよう拡大 

平成 29 年度 （平成 29年 4 月～） 

 建設工事等の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し
（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 

 建設工事等委託業務の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度
の見直し（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法） 

  

平成 30 年度  
 社会保険等未加入業者の下請契約からの排除（二次以下への拡大） 
 入札結果への法定福利費の明記 
 談合その他の不正行為の排除の徹底 
 一般競争入札（総合評価方式）における同時提出型の試行 
 入札関係書類の更なる電子化～電子入札システムの活用推進～ 

 

平成 31 年度／令和元年度 

 低入札価格調査及び最低制限価格基準の改定 
✧  災害復旧事業の早期実施に向けた指名競争入札の活用 

（令和元年台風第１５号、令和元年台風第１９号、令和元年１０月 
１９日の大雨又は令和元年１０月２５日の大雨による災害の復旧 
事業が対象） 

 競争入札における１者入札の有効範囲の拡大 

 入札不調時の見積りの活用 

 入札結果等の公表の見直し 

 災害復旧に関する工事における指名競争入札の金額区分の拡大 

 指名停止期間の上限延長及び指名停止に係る承継規定の新設 

 総合評価方式の見直し 
 

令和２年度（令和２年１０月～） 

令和 3年度（令和 3年 4月～） 

 業務委託の発注見通しの公表 

 競争入札における一抜け方式の導入（同時発注の場合） 

 談合情報対応マニュアルの改正 

 低入札価格調査基準価格及び最低制限価格の端数調整単位の見直

し 

令和 3年度（令和 4年 3月～） 

 国土強靭化予算で執行する工事の早期執行のための対策（国土強靭

化に関する工事における指名競争入札の金額区分の変更） 



 
 

【問合せ先】千葉県県土整備部 建設・不動産業課 ℡ 043-223-3113 

http://www.pref.chiba.lg.jp/kenfudou/nyuu-kei/kensetsukouji/kitei-

tsuuchi/kaizen/index.html 

令和 4年度（令和 4年 4月～） 

 現場代理人の常駐義務の緩和の拡充 

 フレックス工期契約制度の余裕期間の延長 

 競争入札における一者入札の有効化 

 再度入札の運用見直し 

 業務委託における「一抜け方式」の導入 
 建設工事等の低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し

（調査基準価格及び最低制限価格の算定方法（一般管理費の参入率
の改正）） 


